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１ 学校法人名    東洋大学                  ２ 大学名     東洋大学                 
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５ 研究プロジェクト名  スモールビジネス・マネジメントの創造と国際的企業家育成の研究                           

 

６ 研究観点    研究拠点を形成する研究                                    

 

７ 研究代表者 

研究代表者名 所属部局名 職名 

西澤昭夫 経営学部 教授 

 

８ プロジェクト参加研究者数  21   名 

 

９ 該当審査区分    理工・情報     生物・医歯    ✓ 人文・社会  

 

１０ 研究プロジェクトに参加する主な研究者 

研究者名 所属・職名 プロジェクトでの研究課題 プロジェクトでの役割 

西澤昭夫 経営学部・教授 
ベンチャー企業政策と地

域エコシステム構築政策 

【研究代表者・センター長】 

NTBFs（New 

Technology-based Firms）の視点

から国際的企業家精神に基

づくベンチャービジネス・マネ

ジメント創成とそれを可能に

する地域エコシステム構築政

策を研究 

柿崎洋一 経営学部・教授 
スモールビジネスの環境

経営と CSR 

【プロジェクト・サブリーダー、

副センター長】 

環境経営の視点から、国際

的企業家精神に基づくベンチ

ャービジネス・マネジメント創

成を研究 

幸田浩文 経営学部・教授 
スモールビジネスの人的

資源管理と企業家教育 

【プロジェクト・サブリーダー】 

賃金・人事処遇制度の視点

に基づく国際的企業家育成を

通じて、スモールビジネス・マ

ネジメントの創成を研究 
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小嶌正稔 経営学部・教授 
スモールビジネス・マネジ

メントと企業家育成 

【プロジェクト・サブリーダー】 

フランチャイズの視点に立っ

たマネジメント変革による、ス

モールビジネス・マネジメント

の創成を研究 

董晶輝 経営学部・教授 
スモールビジネスの投資

決定論・経営財務論 

【研究員・事務局長】 

スモールビジネスの投資及び

財務理論の研究を通じて、ス

モールビジネス・マネジメント

の創成を研究 

石井晴夫 経営学部・教授 
スモールビジネスの経営

システムと財務分析 

【研究員】 

公益事業の視点に基づくマネ

ジメント変革を通じ、スモール

ビジネス・マネジメントの創成

を研究 

劉永鴿 経営学部・教授 
アジアのスモールビジネ

スの展開・発展 

【研究員】 

アジアのスモールビジネスの

成長・発展に関する研究を通

じ、アジア地域の国際的企業

家の育成を提案する 

大原亨 
経営学部・専任

講師 

スモールビジネスの起業

家精神 

【研究員】 

ソーシャルネットワークの視

点に基づくマネジメント変革を

通じ、スモールビジネス・マネ

ジメントの創成を研究 

山口裕之 
経営学部・准教

授 

スモールビジネスの経営

戦略 

【研究員】 

技術開発競争の視点に立っ

た国際的企業家育成を通じ、

スモールビジネス・マネジメン

トの創成を研究 

井上善海 

法政大学・政策

創造研究科・教

授 

スモールビジネスのオー

プンイノベーション 

【客員研究員】 

事業創造の視点に立ち、国

際的企業家の育成とベンチャ

ービジネス・マネジメントの創

成を研究 

小椋康宏 
東洋大学・経営

学部・名誉教授 

スモールビジネスの経営

者論・経営財務論 

【客員研究員】 

実践経営学の視点から、国

際的企業家の育成とベンチャ

ービジネス・マネジメントの創

成を研究 

中村久人 
環太平洋大学・

経営学部・教授 

スモールビジネスの国際

展開とボーン・グローバル 

【客員研究員】 

多国籍企業経営者の視点に

立った国際的企業家の育成

とスモールビジネス・マネジメ
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ントの創成を研究 

加藤茂夫 
専修大学・経営

学部・名誉教授 

スモールビジネスの経営

組織と戦略 

【客員研究員】 

組織革新とバルーン型組織

の視点に立ったマネジメント

変革を通じ、スモールビジネ

ス・マネジメントの創成を研究 

今井雅和 
専修大学・経営

学部・教授 

アジアのスモールビジネ

スの戦略 

【客員研究員】 

国際ビジネスの視点に立った

国際的企業家の育成とスモ

ールビジネス・マネジメントの

創成を研究 

佐藤一義 
立正大学・経営

学部・教授 

スモールビジネスの地域

連携 

【客員研究員】 

中小企業経営者の理念と行

動の視点に基づくマネジメン

ト変革を通じ、スモールビジネ

ス・マネジメントの創成を研究 

松村洋平 
立正大学・経営

学部・教授 

スモールビジネスの組織

文化 

【客員研究員】 

組織文化の視点に基づくマネ

ジメント変革を通じ、スモール

ビジネス・マネジメントの創成

を研究 

中村公一 
駒澤大学・経営

学部・教授 

スモールビジネスの M&A

戦略 

【客員研究員】 

M&A の視点に立った国際的

企業家の育成とスモールビジ

ネス・マネジメントの創成を研

究 

松本芳男 

中央学院大学・

商学研究科・特

任教授 

スモールビジネスの経営

者論 

【客員研究員】 

組織能力の視点に立ったマ

ネジメント変革を通じ、スモー

ルビジネス・マネジメントの創

成を研究 

吉村孝司 

明治大学・専門

職大学院会計専

門職研究科・教

授 

スモールビジネスの持続

可能性 

【客員研究員】 

イノベーション創出の視点に

立った国際的企業家の育成

とスモールビジネス・マネジメ

ントの創成を研究 

小野瀬拡 
駒澤大学・経営

学部・教授 

スモールビジネスとソーシ

ャルキャピタル 

【客員研究員】 

ソーシャルキャピタルの視点

から、国際的企業家の育成を

通じた、スモールビジネス・マ

ネジメントの創成を研究 
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清水健太 

松蔭大学・経営

文化学部・専任

講師 

ベンチャー・キャピタルの

役割 

【客員研究員】 

コーポレート・ベンチャー・キャ

ピタルの視点に立ち、国際的

企業家の育成とベンチャービ

ジネス・マネジメント創成を研

究 

（共同研究機

関等） 

日本マネジ

メント学会 

 
スモールビジネスのマネ

ジメント 
共同研究機関 

 

 

＜研究者の変更状況（研究代表者を含む）＞ 

旧 

プロジェクトでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

スモールビジネスの経

営者論・経営財務論 
経営学部・教授 小椋康宏 

【研究員・副センター長】 

実践経 営 学 の 視 点 か

ら、国際的企業家の育

成 とベン チャ ービ ジネ

ス・マネジメントの創成を

研究 

（変更の時期：平成 28年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

経営学部・教授 
東洋大学・経営学部・名誉

教授 
小椋康宏 

【客員研究員】 

実践経営学の視点か

ら、国際的企業家の

育成とベンチャービジ

ネス・マネジメントの創

成を研究 

 

 

旧 

プロジェクトでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

ベンチャー・キャピタル

の役割 

東洋大学 ・経営

学部・非常勤講

師 

清水健太 

コーポレート・ベンチャー・

キャピタルの視点に立ち、

国際的企業家の育成とベ

ンチャービジネス・マネジメ

ント創成を研究 

（変更の時期：平成 28年 6月 １0日） 
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新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

東洋大学・経営学

部・非常勤講師 

経営力創成研究センター・研

究支援者 
清水健太 

コーポレート・ベンチャー・

キャピタルの視点 に立

ち、国際的企業家の育成

とベンチャービジネス・マ

ネジメント創成を研究 

 

 

追加 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

駒澤 大 学 ・ 経 営 学

部・教授 
駒澤大学・経営学部・教授 小野瀬拡 

【客員研究員】 

ソーシャルキャピタル

の視点から、国際的

企業家の育成を通じ

た 、 ス モ ー ル ビ ジ ネ

ス・マネジメントの創

成を研究 

（変更の時期：平成 28年 6月 １0日） 

 

 

旧 

プロジェクトでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

スモールビジネスの経

営者論 

日本大学 ・商学

部・教授 
松本芳男 

【客員研究員】 

組織能力の視点に立っ

たマネジメント変革を通

じ、スモールビジネス・マ

ネジメントの創成を研究 

（変更の時期：平成 28年 7 月 １日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

日本大学・教授 
中央学院大学・商学研究

科・特任教授 
松本芳男 

【客員研究員】 

組織能力の視点に立

ったマネジメント変革

を通じ、スモールビジ

ネス・マネジメントの創

成を研究 
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旧 

プロジェクトでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

ベンチャー・キャピタル

の役割 

経営力創成研究

センター・研究支

援者 

清水健太 

【研究支援者】 

コーポレート・ベンチャー・

キャピタルの視点に立ち、

国際的企業家の育成とベ

ンチャービジネス・マネジメ

ント創成を研究 

（変更の時期：平成 29 年 ４月 １日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

経営力創成研究セ

ンター・研究支援者 

松蔭大学・経営文化学部・

専任講師 
清水健太 

【客員研究員】 

コーポレート・ベンチャー・

キャピタルの視点 に立

ち、国際的企業家の育成

とベンチャービジネス・マ

ネジメント創成を研究 

 

 

旧 

プロジェクトでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

スモールビジネスの国

際展開とボーン・グロー

バル 

経営学部 ・元教

授 
中村久人 

【客員研究員】 

スモールビジネスの国

際展開とボーン・グロー

バル 

（変更の時期：平成 30年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

経営学部・元教授 
環太平洋大学・経営学部・

教授 
中村久人 

【客員研究員】 

スモールビジネスの

国際展開とボーン・グ

ローバル 

 

 

旧 

プロジェクトでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

スモールビジネスのオ

ープンイノベーション 
経営学部・教授 井上善海 

【研究代表者・センター

長】 

事 業 創 造 の 視 点 に 立

ち、国際的企業家の育
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成 とベン チャ ービ ジネ

ス・マネジメントの創成を

研究 

（変更の時期：平成 30年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

経営学部・教授 
法政大学・政策創造研究

科・教授 
井上善海 

【客員研究員】 

事業創造の視点に立

ち、国際的企業家の

育成とベンチャービジ

ネス・マネジメントの創

成を研究 

 

 

旧 

プロジェクトでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

ベンチャー企業政策と地
域エコシステム構築政策 経営学部・教授 西澤昭夫 

【研究員】 

NTBFs（New 

Technology-based Firms）

の視点から国際的企業

家精神に基づくベンチャ

ービジネス・マネジメント

創成とそれを可能にす

る地域エコシステム構築

政策を研究 

（変更の時期：平成 30年 ４月 １日） 

 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

経営学部・教授 経営学部・教授 西澤昭夫 

【研究代表者・センター

長】 

NTBFs（New 

Technology-based Firms）の

視点から国際的企業家

精神に基づくベンチャー

ビジネス・マネジメント創

成とそれを可能にする地

域エコシステム構築政策

を研究 
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１１ 研究の概要（※ 項目全体を１０枚以内で作成） 

（１）研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要 

経営実践学の視点から、「スモールビジネス・マネジメントの創造と国際的企業家育成の研

究」を統一テーマに、国際的企業家、国際的企業家精神をもった企業家に率いられたスモー

ルビジネス・マネジメントの経営実践原理を明らかにすることを研究目的とする。 

国際的企業家、国際的企業家精神をもった企業家に率いられたスモールビジネスが、社

会・経済から期待された役割を果たすためには、従来の経営学の殻を打ち破る新しいスモー

ルビジネスのマネジメントが必要であり、本研究ではその経営実践原理を探求する。 

本研究はスモールビジネスのマネジメントに焦点をあて、企業家を目指す成長速度によっ

て、職人企業家、機会主義的企業家、ベンチャー企業家に分類し、さらに企業形態と社会的・

経済的役割からマイクロビジネス、ライフタイムビジネス、ライフスタイルビジネス、ベンチャー

ビジネスに分類し、財務的裏付け、投資に対するインセンティブへの反応から分類した上で、

以下の三つのプロジェクト研究に取り組む。  

第一プロジェクトは、技術力を持ったマイクロビジネス、日本発ベンチャー企業家の経営力

創成、日本的経営を基礎にして国境を意識することなく活動する国際的企業家、の三つの視

点からスモールビジネスのマネジメント力の研究を行う。そして、わが国のライフタイムビジネ

スのマネジメントを変革し、継続性を実現することによって、スモールビジネスの発展がわが

国の成熟経済を変革する力を持つことを示す。                                                                 

第二プロジェクトは、アジアを起点とするスモールビジネス企業家の視点から、スモールビ

ジネスの事業継続性と発展を研究する。この視点には日本のスモールビジネスとの連携を目

指す海外企業経営、海外展開を目指す中小企業者の双方を研究の対象とする。研究対象と

なるアジアの地域は、中国だけでなく、ミヤンマー、インドネシア、タイ、ベトナムの経営者を対

象とする。                                                                                   

第三プロジェクトとして成長・発展の原動力として投資を獲得できる魅力を持ったベンチャ

ー企業と国際的企業家育成について、EU、米国、アジア、日本の国際比較を行うことによっ

てスモールビジネスの創造と国際的企業家育成について研究する。以上、三つのプロジェク

トの研究活動に学術的特色を持つ。                                                                                  

本研究は、東洋大学大学院経営学研究科のビジネス・会計ファイナンス専攻が、①中小企

業診断士登録養成機関として、中小企業のマネジメント教育に貢献していること、②同専攻

が、中小企業経営革新支援コモンズの立ち上げを目指しスモールビジネスの発展に寄与す

る意思を表明していること、③IBMなど国際的企業において国際的人材育成を目指す企業人

と、スモールビジネスの国際マネジメント研究を始めていることがバックグランドとしてある。こ

れらを基盤とした、日本発のスモールビジネス・マネジメントの経営実践原理確立と国際的企

業家育成の研究に学術的意義を見い出す。 

（２）研究組織 

 本研究プロジェクトは、本学経営力創成研究センターの研究センター会議、運営委員会の

もとに研究代表者であるセンター長が研究活動を統括し、プロジェクト・サブリーダーが各プロ

ジェクト研究の実施体制を指揮する役割を担った。３つの研究グループ(①日本におけるスモ

ールビジネスの創造と国際的企業家育成、②アジアにおけるスモールビジネスの創造と国際

的企業家育成、③ベンチャーの創造と国際的企業家育成)は、統一テーマに基づき理論的研

究及び実証的研究を行った。 

研究の実施体制は、スモールビジネスの経営戦略やオープンイノベーションを専門とする井

上善海教授を研究代表者（最終年度は日本人で唯一米国のバイドール賞を受賞した西澤昭
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夫教授に交代した）として、学内 12 名、学外からは９名の客員研究員が参加し研究集団を構

成した。 

各研究グループのメンバーの報告と統一テーマに基づいたシンポジウムを年3回、5年間で

全１５回のシンポジウム(ほかに国際シンポジウムを 1 回)を開催した。シンポジウムは一般に

も公開されており、学内外の研究者・経営実務家から多くの参加があった。また、国内、国外

(アジア) を代表する日系及び現地の企業調査を年に数回実施し、研究成果を反映させてき

た。 

各研究員の研究成果や事業活動は、年報『経営力創成研究』にまとめ、年 1 回刊行し、中

間成果物、最終成果物の 2 冊の書籍を刊行し、大学をはじめとする教育機関、研究機関、企

業等に広く公開してきた。 

 

１． 研究代表者の役割 

研究代表者(以下「センター長」という)は、プロジェクト全体の進捗状況を把握し、目的達成

に向けて研究プロジェクトを統括する。具体的には、センター長は構想調書の研究計画に基

づき、円滑な事業運営、適切な予算執行を行う。また、翌年度の研究計画や研究プロジェクト

案を作成し、運営委員会で審議、その後研究員会議に諮り、意思決定を行う役割を担う。 

 

２． 各研究者の役割分担や責任体制の明確さ 

センター長のもとに、３つの研究グループ(①日本におけるスモールビジネスの創造と国際

的企業家育成[小嶌正稔氏]、②アジアにおけるスモールビジネスの創造と国際的企業家育

成[幸田浩文氏]、③ベンチャーの創造と国際的企業家育成[柿崎洋一氏])が存在する。[ ]内

氏名はサブリーダーを示す。サブリーダーは、各研究プロジェクトの研究活動を統括するとと

もに、各研究プロジェクトの研究成果をシンポジウムで報告させている。さらに、シンポジウム

での研究成果の報告に関連する経営実践家を招聘するなど、運営全般に関する責任を負

う。 

 

３． 研究プロジェクトに参加する研究者の人数 

 本研究プロジェクトの研究対象は、図（1）に示すような３領域とその基盤となる「国際的企業

家」から構成されており、こうした研究対象に即応した研究を行うため、図（2）の組織図のよう

に、研究者 21 名で３つの研究グループを組成して研究を行ってきた。 

 

 
 (2)研究組織図研究組織図研究組織図研究組織図    
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４． 大学院生・PD及び RAの人数・活用状況 

 本研究プロジェクトでは、藤井辰朗氏、齋藤滋氏、清水健太氏を研究支援者（ポストドクタ

ー）として雇用し、石川順章氏をRAとして雇用した。藤井辰朗氏は平成２７年4月に中部大学

の専任講師として、清水健太氏は平成 29 年 4 月に松蔭大学の専任教員として採用された。

石川順章氏は平成 31 年４月から作新学院大学経営学部特任講師として採用された。シンポ

ジウムの運営業務や研究調査・報告書の事務的業務を担うことにくわえ、研究プロジェクトへ

の参加を通じて、研究方法の修得や学会発表を積極的に促してきた。このような取り組みを

通じ、若手研究者の育成に多大な成果を上げることができたと考えている。 

 

５． 研究チーム間の連携状況 

 各研究グループは、共同調査・報告の実施、シンポジウムでのパネルディスカッションの共

同開催、さらに学会等での研究会の共同開催などを行ってきた。 

 

６． 研究支援体制 

東洋大学において、研究活動支援の専門部署として研究推進課があり、研究活動の事務

的側面を担当し、本研究プロジェクトの研究活動を積極的にご支援いただいた。 

 

７． 共同研究機関等との連携状況 

 日本マネジメント学会のマネジメント実践部会との共同の研究会、全国大会への協賛と東

洋大学経営力創成センターセッションでの研究報告などがある。 

 日本マネジメント学会 マネジメント実践研究部会での研究活動は以下の通りである： 

第第第第 11111111 回研究会回研究会回研究会回研究会    

日時：平成 2015年 10月 17 日（土）15：00～  

会場：東洋大学白山キャンパス 6 号館 3階 

報告者:松本芳男氏（日本大学）    

報告テーマ：「組織の失敗」 

第第第第 12121212 回研究会回研究会回研究会回研究会    

日 時：2016年 1 月 23 日（土）15：00～  

会 場：東洋大学白山キャンパス １号館 ６階  

報告者:小野瀬 拡 氏（駒澤大学）   

報告テーマ:「イノベーションの要因としての企業家の意思 ―創薬ベンチャーの分析から―」 

第第第第 13131313 回研究会回研究会回研究会回研究会    

日 時：2016年 5月 21日（土）15：00～  

会 場：東洋大学白山キャンパス 6 号館 3階  
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報告者:清水健太    

報告テーマ:「企業成長とコーポレート・ベンチャリング」 

第第第第 15151515 回研究会回研究会回研究会回研究会    

日時：2017 年 3 月 11 日(土) 14:00～17:15  

場所：東洋大学白山キャンパス 6 号館 3階 

マネジメント研究部会(研究報告) 14:00～15:00  

 報告者：小嶌正稔(東洋大学)  

 テーマ：「コ・ブランドの概念の発展と小売イノベーション」 

 

日本マネジメント学会日本マネジメント学会日本マネジメント学会日本マネジメント学会    第第第第 75757575 回全国研究大回全国研究大回全国研究大回全国研究大会会会会においける研究活動においける研究活動においける研究活動においける研究活動    

日時：2017 年 6月 10 日（土）  9：00～17：00 

統一論題セッション （東洋大学経営力創成研究センターセッション）    

 報 告 者 小嶌正稔氏（東洋大学）、 

報告テーマ:「IoT・AI とマネジメントシステム」  

統一論題シンポジウム 

 パネリスト：小嶌正稔氏（東洋大学）、水野雄太氏（株式会社 Nextremer 社長室長 グロー

バル担当） コーディネーター 井上善海氏（東洋大学） 司会者 瀬戸正則氏（広

島経済大学） 

 

日本マネジメント学会日本マネジメント学会日本マネジメント学会日本マネジメント学会 2016201620162016 年度第年度第年度第年度第 2222 回産学交流シンポジウムでの研究活動回産学交流シンポジウムでの研究活動回産学交流シンポジウムでの研究活動回産学交流シンポジウムでの研究活動 

日時：2017 年 3 月 25日（土）１３：３０～１９：００ 

東洋大学白山キャンパス 2 号館 16階スカイホール 

報告者：小椋康宏氏（東洋大学） 

報告テーマ：「経営者育成と経営力創成」 

 

（３）研究施設・設備等 

本研究プロジェクトでは、東洋大学白山キャンパス 2 号館 8 階に東洋大学経営力創成研究

センターとして一部屋（４６㎡）を確保し、研究遂行するための机やパソコン等を設置、また、

研究支援者・RA を配置した。これにより、センターの事務遂行、小規模な研究会の開催、資

料の作成が効率的行うことができた。  

（４）研究成果の概要 ※下記、１３及び１４に対応する成果には下線及び＊を付すこと。 

５年間の主要な研究成果として、３年目に中間研究成果をまとめた書籍を出版し、５年目

に最終研究成果をまとめた書籍を出版した。また、各年度の研究成果と研究活動をまとめて

研究年報として、刊行してきた。書籍及び各年度の年報は、国会図書館をはじめ日本全国の

関連する研究機関や研究者に献本・配布した。さらに、各年度に３回のシンポジウムを開催し

た。併せて、海外の研究者や海外進出企業の実務者を招いて、国際シンポジウムも開催し

た。毎回のシンポジウムでは、研究者、企業家、実務者、大学院生など、80-100 名程度の参

加者が集まった。詳細は以下の通りである。 

 

 

１．研究成果の書籍出版*1 

東洋大学経営力創成研究センター編 『スモールビジネスの創造とマネジメント』  

2017年 2月、学文社 
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東洋大学経営力創成研究センター編『スモールビジネスの経営力創成とアントレプレナー

シップ』                                               2019年 3月、学文社 

 

 

２．各年度の研究成果と研究活動をまとめた年報の刊行*2 

『経営力創成研究』第 11 号（2015 年 3 月） 

『経営力創成研究』第 12 号（2016 年 3 月） 

『経営力創成研究』第 13 号（2017 年 3 月） 

『経営力創成研究』第 14 号（2018 年 3 月） 

『経営力創成研究』第 15 号（2019 年 3 月） 

 

 

３．各年度に３回の公開シンポジウム及び国際シンポジウムの開催*3 

2014201420142014 年度年度年度年度    

第 1 回「スモールビジネス・マネジメントの創造と国際的企業家育成の研究」 

（2014 年 7 月 26 日（土）） 

第 2 回「スモールビジネスと国際的企業家育成」    （2014 年 11 月 29 日（土）） 

第 3 回「スモールビジネスと経営者の役割」        （2015 年 1 月 31 日（土）） 

2015201520152015 年度年度年度年度    

第 1 回「スモールビジネスの創造と国際的企業家育成」（2015 年 7 月 11 日（土）） 

第 2 回「国際的企業家精神とベンチャービジネス・マネジメント」（2015 年 11 月 21

日（土）） 

第 3 回「スモールビジネスの創造とマネジメント変革」（2016 年 1 月 30 日（土）） 

2016201620162016 年度年度年度年度    

第 1 回「スモールビジネスの事業継続性と発展」（2016 年 7 月 9 日（土）） 

第 2 回「スモールビジネス・マネジメントの創造と国際的企業家育成」 

（2016 年 11 月 19 日（土）） 

第 3 回「スモールビジネスの創造と経営革新」（2017 年 1 月 28 日（土）） 

国際シンポジウム「日タイ経済交流の現状と課題」（2016 年 10 月 22 日（土）） 

2017201720172017 年度年度年度年度    

第 1 回「スモールビジネスのＩＴ投資マネジメント」（2017 年 7 月 8 日（土）） 

第 2 回「次代へ繋ぐファミリービジネス」（2017 年 11 月 18 日（土）） 

第 3 回「都市型中小製造企業と産学官連携・地域連携」（2018 年 2 月 3 日（土）） 

グローバル経営シンポジウム「中国  vs. アセアン：今後のアジア戦略を考える」 

（2017 年 12 月 16 日（土）） 

2018201820182018 年度年度年度年度    

第 1回「スモールビジネス・マネジメントの創造と企業家育成」（2018 年 7月 21日（土）） 

第 2 回「中小企業のグローバル経営と国際的企業家育成」（2018 年 10 月 6 日(土)） 

第 3 回「スモールビジネスとアントレプレナーを巡る RCM の活動と成果」 

（2019 年２月２日（土）） 
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４．共同研究機関とのシンポジウムを共催*4 

日本マネジメント学会 2016年度第 2回産学交流シンポジウム 「実践経営と経営者育成につ

いて」  （2017 年 3 月 25日（土）） 

 

日本マネジメント学会第 75 回全国研究大会統一論題セッション（東洋大学経営力創成研究

センターセッション） 「変革時代のマネジメント―IoT・AIのインパクト」  （2017 年 6月 11日

（日）） 

 

 

＜優れた成果が上がった点＞ 

 本センターの研究テーマである「スモールビジネス・マネジメントの創造と国際的企業家育

成の研究」において、近年、学術的にも産業界においても関心を集めつつある国際的企業家

精神を持った企業家によってリードされたスモールビジネス・マネジメントの経営実践原理を

明らかにしたことに優れた研究成果がある。とくに、企業家論を「精神論」としてではなく、「マ

ネジメント論」として展開したことがこれまでの研究にはなかった独創的な研究成果である。 

本研究は、経営実践に基づいた日本企業および日本の大学が求めている新しいスモール

ビジネス・マネジメント原理を明らかにすることによって、①技術を持ったマイクロビジネスおよ

びライフスタイルビジネスが持つゴーイングコンサーンのキャズム克服と国際的企業家育成、

②日本の中小企業がアジア諸国を含めたグローバル・バリューチェーンとの関わり無しには

成り立たない現実を踏まえた、日本発のアジア型スモールビジネス・マネジメントと国際的企

業家育成の発信、③国際的企業家育成に基づいたベンチャービジネスの創造と地域エコシ

ステム構築における経営実践原理の確立に貢献することを目指した。 

本センターは、このような独創性の高い研究テーマを設定し、活発な研究活動を進めていく

中で、「研究成果の蓄積とその発表」、「若手研究者の育成」、「特色あるプロジェクト研究の

推進」の 3点に優れた成果を上げたと考えられる。以下で項目別にその内容を詳述する。 

(1) 研究成果の蓄積と発表 

研究成果の蓄積とその発表は、当初の計画を上回る実績を上げることができた。特に本セ

ンターの各研究員の討論の場であり、研究成果を発表する場でもある「シンポジウム」は、３

つの研究グループ(①日本におけるスモールビジネスの創造と国際的企業家育成、②アジア

におけるスモールビジネスの創造と国際的企業家育成、③ベンチャーの創造と国際的企業

家育成)を基礎として毎年 3回開催するとともに、国際シンポジウムも開催できた。各シンポジ

ウムでは、実務家などを招聘し特別講演、基調講演を実施し、本学の学生、大学院生さらに

外部からの参加を可能にすることで研究成果の発表の場だけでなく、オープンな学術及び産

官学交流の場を提供することができた。 

また、研究成果を纏めたものとして年報『経営力創成研究』を毎年発行した。この年報は研

究員の研究論文だけでなく、シンポジウムや企業訪問・調査の詳細を記述するとともに、本セ

ンターの運営に関わる会議などについても適宜記述することでセンターの研究成果及び活動

概要を広く公開した。書籍として『スモールビジネスの創造とマネジメント』(2017)を中間報告

時に刊行し、『スモールビジネスの経営力創成とアントレプレナーシップ―イノベーションとグ

ローバリゼーションの実現に向けて―』を 2019 年 3 月に刊行することもできた。 

さらに、インターネットによる情報発信にも積極的に取り組み、シンポジウムや企業訪問・調

査の概要をホームページにアップすることで、年報と同様に、本センターの研究活動と研究成

果を広く公開した。 
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このように、研究員・客員研究員による優れた研究成果の蓄積を基に、シンポジウム、年報

と書籍、インターネット等の様々な媒介を通して広く社会にその研究成果を公開していること

は本センターの優れた成果のひとつであると考えられる。 

(2) 若手研究者の育成 

本センターの研究支援者（ポストドクター）のうち 2 名(藤井辰郎氏、清水健太氏)がそれぞれ

大学の専任教員として、また RA であった石川順章氏も大学の特任講師に就任するなど、若

手研究者の育成においても着実に優れた成果を上げることできた。さらに、国際シンポジウ

ムでは、海外での研究調査・交流先であるタイ日工業大学（TNI）から WADEECHAROEN, 

Wanida(TNI 経営学部講師)が 1 か月来日され、本センターの国際シンポジウムで研究報告と

討議に参加されるなど、国内外の若手研究者の育成でも本センターは優れた成果を上げた

と考えている。 

(3) 特色あるプロジェクト研究の推進 

 本センターはスモールビジネスのマネジメントに焦点をあて、その新たな担い手となる国際

的企業家の育成に際して、職人企業家、機会主義的企業家、ベンチャー企業家に分類し、さ

らに企業形態と社会的・経済的役割からマイクロビジネス、ライフスタイルビジネス、ベンチャ

ービジネスに関し、財務的裏付けや投資に対するインセンティブへの反応から分類した上で、

以下の３つのプロジェクト研究に取り組んだ。                                                               

① 第１プロジェクトは、技術力を持ったマイクロビジネス、日本発ベンチャー企業家の経営力

創成、日本的経営を基礎にして国境を意識することなく活動する国際的企業家の三つの視

点からスモールビジネスのマネジメント力の研究を行った。このプロジェクトでは、スモールビ

ジネスにおけるイノベーション、とくにオープンイノベーションとコネクテッドに関する研究成果

は、学術的も高い評価を得た。これによってこれまでの下請関係や零細といった受動的な中

小企業論から挑戦するスモールビジネスへの道が学術的だけでなく、実務的にも明らかにさ

れた。                                                               

② 第２プロジェクトは、アジアを起点とするスモールビジネス企業家の視点から、スモールビ

ジネスの事業継続性と発展を研究する。この視点には日本のスモールビジネスとの連携を目

指す海外企業経営、海外展開を目指す中小企業者の双方を研究の対象とする。研究対象と

なるアジアの地域は、中国にくわえ、インドネシア、タイ、ベトナムの経営者を対象として研究

し、他のプロジェクトとの共同調査という形でアジア地域の企業調査を実施して、日本とアジ

アの国々におけるグローバル化に対応した国際的企業家育成の必要性を明らかにした。     

③ 第３プロジェクトとして成長・発展の原動力として投資を獲得できる魅力を持ったベンチャ

ー企業と国際的企業家育成について、EU、米国、アジア、日本の国際比較を行うことによっ

てスモールビジネスの創造と国際的企業家育成について研究した。特に、日本の中小企業

がアジア諸国を含めたグローバル・バリューチェーンへの参加及びそれを可能にする地域エ

コシステムの構築なしには成り立たない現実を明らかにするとともに、日本のベンチャー企業

の生産性向上を目指す企業家の育成と支援及び地域エコシステム構築の具体的モデルの

提示を行うことができた。以上、３つのプロジェクトの学術的、産業的な成果が獲得された。  

 本研究は、東洋大学大学院経営学研究科のビジネス・会計ファイナンス専攻が、①中小企

業診断士登録養成機関として、中小企業診断士としてのコンサルティング能力の涵養など実

務的なマネジメント教育に貢献していること、②同専攻が、中小企業経営革新支援コモンズ

の立ち上げを目指しスモールビジネスの発展に寄与する意思を表明していること、③IBM な

ど国際的企業において国際的人材育成を目指す実務者と、スモールビジネスの国際マネジ

メント研究を始めていることがバックグランドとしてある。本センターと本学大学院経営学研究

科のビジネス・会計ファイナンス専攻(中小企業診断士登録養成コース)が共同開催するシン
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ポジウムなどへの大学院生、修了生などの参加を通じて、日本発のスモールビジネス・マネ

ジメントの経営実践原理確立と国際的企業家育成の研究に大いに貢献できたことも優れた

成果と考えられる。 

 

＜課題となった点＞ 

 本センターでは当初に予定した目標は概ね達成されたと考えられる。日本における中小企

業の活性化が緊急の課題となっている状況の下で、新たなスモールビジネスの創造を国際

的企業家育成という実践的な視点からテーマ設定したことは、本センターが時宜にかなった

独創的なテーマであったと考える。さらに、３つのサブテーマのもとに研究成果をホームペー

ジで公開、シンポジウム・年報・刊行物などの様々な媒介によって社会に発信してきた。しか

し、課題は、各研究員の研究テーマ及び研究業績が本センターの統一テーマである「スモー

ルビジネス・マネジメントの創造と国際的企業家育成の研究」及び 11-（1）研究プロジェクトの

目的意義及び計画の概要で示した IBM 等の国際企業における国際的人材育成への検討が

不十分であり、当初の計画と一部合致していなかった点がみられた点である。但し、これらの

結果は、研究所員会議の協議やシンポジウムの議論でも共同研究の機会を増やし、共同調

査など改善に努め、スモールビジネス・マネジメントの構想や国際的企業家育成という点で各

研究員の議論が重なり、共通の議論がなされるようになり、「スモールビジネス・マネジメント

の創造と国際的企業家育成の研究」に関する大きな成果につながったと考えられる。 

 

＜自己評価の実施結果と対応状況＞ 

 各年度末に、研究プロジェクトの運営委員会において、研究代表者、プロジェクト・サブリー

ダーが中心に、自己点検評価を行い、その結果を外部評価委員会で報告し、評価委員から

評価を受けることで、２重の検証を行ってきた。これらの実施結果を踏まえて、次年度の運営

を改善することができた。 

 

＜外部（第三者）評価の実施結果と対応状況＞ 

 外部評価については、3名の外部評価委員を招いて評価委員会を開催し、客観的な評価を

受けている。毎年度の末に行われる評価委員会では、①研究代表による研究プロジェクトの

全体の進捗状況、②プロジェクト・サブリーダーによる各研究グループにおける研究の進捗

状況の報告、③事務局長による研究センターの運営に関する諸報告、④評価委員の質疑に

応答、⑤評価委員による講評、という構成で、研究内容のみならず、その運営体制や手法ま

でも含め、詳細な資料に基づいて報告され、評価委員による事細な評価と指摘を受けてき

た。平成 31年 3月 9日の外部評価委員会では、平成 30年度の研究活動並びに本研究プロ

ジェクトの５年間にわたる研究及び事業活動の総括的な評価が行われた。外部評価委員の

メンバー及び各委員からの講評は以下の通りである。 

 

外部評価委員のメンバー 

・手塚公登氏（成城大学教授） 

・三浦后美氏（文京学院大学教授） 

・小林秀年氏（東洋大学教授） 

① 研究センターの運営、研究体制の適切さ 

 センター長の指揮の下で、運営委員会が年 4 回開催され、事業計画と予算執行が適切に

行われている。最終成果物の出版計画、シンポジウムの開催、企業調査に関して、その内容

や開催時期等について審議がなされ、また進捗状況についても報告が行われており、きちん
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とした研究体制が確保されていると評価できる。 

 当センターの運営、研究体制は大変適切に行われている。運営委員会はこれまで 4回開催

されている。はじめには事業計画並びに予算について審議し、その決定に基づいてシンポジ

ウム 3 回、企業調査、研究成果物の年報出版を行うことが了承されている。最後の運営委員

会では研究成果報告書の内容が審議された。 

 センターの運営は、センター研究員の互選により選出されたセンター長を代表として行われ

ている。運営委員会は年数回開催されており、前年度の事業報告そして今年度の事業計画

が審議・決定を通じてセンターの運営は行われている。そして年度末には、外部評価委員会

を開催し、運営の適正化を図っている。 

 研究体制は、スモールビジネスのマネジメントに焦点を当て、プロジェクト・リーター及びプロ

ジェクト・サブリーダーを配置して、プロジェクト研究を行っている。研究チームにはそれぞれ

サブリーダーが置かれ、「日本における中小ビジネスの創造と国際的企業家育成」「アジアに

おける中小ビジネスの創造と国際的企業家の育成」「ベンチャーの創造と国際的企業家育

成」の３つのグループがあり、研究員が各プロジェクトのいずれかに所属して研究を行ってい

る。研究員は学内研究員と学外研究員から構成されている。また、センターは顧問及び RAを

配置し、活動の活性化も図られている。 

 学会への協賛、シンポジウムの開催、国内外での企業視察、機関誌（「経営力創成研究」）

の発行等を行っている。 

 以上のことから、当センターの運営・研究体制は適切であると判断することができる。 

 

② 研究費の使い方の適切さ 

 予算項目によって、やや予算額と執行額との間に大きな差異が認められるものがある。若

干、改善の余地があるのではないか。 

 当初の予算に基づき、適切に事業計画の研究費が執行されている。研究費の使い方はバ

ランスのとれたものである。 

 研究プロジェクト最終年度ということもあり、研究費執行も慎重に行われており、平成 31年 2

月末時点での執行状況は例年と異なり未執行額が多くある項目もある。著書などの刊行分

の未払充当も考えられよう。事務用品費、コピー代などは未執行がでる予定との報告をいた

だいた。 

 

③ これまでの研究成果の社会的意義について 

 日本の産業・経済活動の一つの基盤をなしている中小企業、スモールビジネス、ベンチャー

について、イノベーションやグローバリゼーション、企業家育成といった観点から多くのゲスト

を招く、あるいは企業調査を行うことで、新たな知見を学界、実務界にもたらしている。社会的

意義は極めて高いと評価できる。 

 平成 30 年 7 月 21 日に第 1 回シンポジウムを行い、テーマは「スモールビジネス・マネジメ

ントの創造と企業家育成」である。同年 10月 6日に第 2回を実施し、テーマは「中小企業のグ

ローバル経営と国際的企業家育成」である。平成31年2月2日に第3回を行い、テーマは「ス

モールビジネスとアントレプレナーを巡る RCM の活動と成果」であった。シンポジウム後に

は、それぞれ毎回、パネルディスカッションを行い、研究成果は年報出版で公開している。当

センターの事業は十分に社会的意義を果たしてきた。 

 研究成果の報告機会としてはシンポジウムの開催や機関誌の刊行などがあり、学界や実

務界に広く公表することを目的としており、国内外に研究成果を発信している。また、国内外

企業を対象に企業調査を行っていることも注目される。 
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 研究により得られた成果を、企業や大学院の講義や演習、ビジネススクールにおける経営

者や管理者の経営教育に活かすことにより、外部との積極的な研究交流への貢献も促進さ

れている。 

 以上のことから、これまでの研究成果は、社会的意義が非常にあると思量される。 

 

④ 今後の研究成果に対する期待について 

 今後ますます、イノベーションやグローバル化の動きが急速に進むと思われるが、それに対

してスモールビジネスの果たす役割や課題に関して、調査対象の業種・国を増やすことでより

充実した研究成果を挙げることが期待できる。 

 当センターの研究は、時系列的に第 11 号から第 15 号までの年報『経営力創成研究』出版

という形で広く社会に公開しながら、関連研究分野の方々からも事業活動を非常に期待され

たところである。また、第2回シンポジウムでは東洋大学大学院経営学研究科の協力で「グロ

ーバル経営と国際的企業家育成」というテーマで大きな研究成果を収めたのである。 

 平成 30 年度は研究プロジェクトの最終年であり、最終成果物としての著書が刊行されてい

る。 

 

⑤ 総合評価 

 スモールビジネスの経営力創成に関する多様な問題について、３つのグループごとに研究

成果を出版物としてまとめており、活発なシンポジウム活動を行い、理論の面でも、実務の面

でも非常に貢献度の大きな事業を展開していると評価できる。 

 当センターの事業活動は、当初、文部科学省私立大学戦略的基盤形成支援事業の認可か

ら発足したものの、単に研究機関としてのシンクタンク機能活動だけにとどまるものではなか

った。その波及効果は毎回のシンポジウム、パネルディスカッションを通して、東洋大学大学

院経営学研究科の高等教育・研究活動に大いに貢献したものである。 

 すなわち、社会人の職業能力開発において、修士課程の専門職大学院教育・研究を充実さ

せ、社会人の博士課程へのチャレンジにつながった。また、学部卒業生の研究者養成教育に

おいても、当センター事業活動から、多くの若手研究者を輩出している。 

 今後の課題は、これまでの当センターの事業継承問題である。当面輩出した若手研究者並

びに活動に協力くださった関係者などの協力を得て、新たな活動の母体となる組織化を図

り、その活動のあしがかりとして、平成 30年 10月 6日の第3回運営委員会で審議した「東洋

大学重点研究推進プログラム」の申請を実現するべきと考える。 

 ５年間に及ぶ当研究プロジェクトは本年度をもって終了するが、著書を始め本プロジェクト

の成果物は、今後さらに関係分野に影響を与えるものと思われる。 

 

＜研究期間終了後の展望＞ 

本研究プロジェクトの研究実績を基に、まずは来年度に東洋大学重点研究推進プログラム

による研究助成を申請し、採択された場合は研究を継続する予定である。また、今後も科研

費をはじめとする各種の研究プロジェクトへの申請を積極的に応募する。 

 

＜研究成果の副次的効果＞ 

 大学院における研究教育において、実務的な視点や企業家論、グローバル展開及びイノベ

ーション創出に向けた講義や演習が重視されるようになってきた。 

東洋大学大学院経営学研究科では、中小企業診断士養成コースが設置されており、現役

生や卒業生たちがシンポジウムなどへの参加により、理論的及び実務的な知識・知見を得る
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ことができ、その後のキャリアにおいて大きな役割を果たしている。本研究プロジェクトが残し

た研究成果は今後も同様に大学院生に影響を与え続けていくことになる。 

 

１２ キーワード（当該研究内容をよく表していると思われるものを８項目以内で記載してくださ

い。） 

（１） スモールビジネス       （２） 中小企業            （３）  マネジメント        

（４） 国際的企業家         （５） 企業家育成           （６）  イノベーション      

（７） 地域エコシステム       （８） 産官学連携           

 

１３ 研究発表の状況（研究論文等公表状況。印刷中も含む。） 

上記、１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付すこと。 
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「スモールビジネスの創造とマネジメント変革」（2016 年 1 月 30 日） 

「スモールビジネスの事業継続性と発展」（2016 年 7 月 9 日） 

「日タイ経済交流の現状と課題」（2016 年 10 月 22 日） 

「スモールビジネス・マネジメントの創造と国際的企業家育成」（2016 年 11 月 19 日） 

「スモールビジネスの創造と経営革新」（2017 年 1 月 28 日） 

「スモールビジネスのＩＴ投資マネジメント」（2017 年 7 月 8 日）    

「次代へ繋ぐファミリービジネス」（2017 年 11 月 18 日） 

「中国  vs. アセアン：今後のアジア戦略を考える」（2017 年 12 月 16 日） 

「都市型中小製造企業と産学官連携・地域連携」（2018 年 2 月 3 日） 

「スモールビジネス・マネジメントの創造と企業家育成」（2018 年 7 月 21 日） 

「中小企業のグローバル経営と国際的企業家育成」（2018 年 10 月 6 日） 

「スモールビジネスとアントレプレナーを巡る RCM の活動と成果」（2019 年２月２日

（土）） 

 

各年度に刊行した年報を東洋大学のホームページにて公開し、研究論文を広く発信

してきた。これまでに以下の年報に収録された論文を公表していた。さらに製本した

年報を国会図書館はじめ、全国の研究機関や関連研究を行っている研究者に発送して

いる。 

『経営力創成研究』第 11 号（2015 年 3 月） 

『経営力創成研究』第 12 号（2016 年 3 月） 

『経営力創成研究』第 13 号（2017 年 3 月） 

『経営力創成研究』第 14 号（2018 年 3 月） 

『経営力創成研究』第 15 号（2019 年 3 月） 

 

 

＜これから実施する予定のもの＞ 

 該当なし。 

 

 

１４ その他の研究成果等 
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特になし。 

 

１５ 「選定時」及び「中間評価時」に付された留意事項及び対応 

＜「選定時」に付された留意事項＞ 

 

該当なし。 

 

＜「選定時」に付された留意事項への対応＞ 

 

該当なし。 

 

＜「中間評価時」に付された留意事項＞ 

 

該当なし。 

 

＜「中間評価時」に付された留意事項への対応＞ 

 

該当なし。 
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１６　施設・装置・設備・研究費の支出状況（実績概要） （千円）

131070

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

備　考

19,591 13,388 0

0

0

32,979

32,979

0

0

4,499

0

0

0

0

7,753

0

0

0

6,847

0

0

0 00 0

0 0

19,591 13,388 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

2,021 2,478

4,442 2,405

5,089 2,664

3,879 2,906

0

6,785

0

0

0

0

7,095

0

平

成

3

0

年

度

研究費

平

成

2

9

年

度

設 備

装 置

設 備

装 置

研究費

研究費

装 置

施 設

設 備

総 計

総

額

研究費

設 備

研究費

平

成

2

6

年

度

施 設

装 置

装 置

施 設

施 設

装 置

平

成

2

8

年

度

施 設

法人番号

寄付金 その他（　　　　　　　　　　）

受託

研究等

プロジェクト番号 S1491006

4,160 2,935

設 備

平

成

2

7

年

度

共同研

究機関

負担

年度・区分

研究費

支出額

法　人

負　担

私　学

助　成

設 備

施 設

26
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131070法人番号

１７　施設・装置・設備の整備状況  （私学助成を受けたものはすべて記載してください。）

（千円）

　

46㎡ 1室 21名 0 0

※　私学助成による補助事業として行った新増築により、整備前と比較して増加した面積

㎡

（千円）

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

１８　研究費の支出状況研究費の支出状況 （千円）

  平成 年度

経営力創成研究セン

ター

平成15

年度

　学内１名

学内２名

53

1,446研究業務

海外（タイ）・国内（愛知・香川等）調査交通費

シンポジウム講演謝礼、評価委員謝礼

パソコン代、関連書籍代、ソフトウェア代、学会参加費、シンポジウム等懇親会費、学会年会費

補助主体

積　　算　　内　　訳

補助主体

107

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

107

1,499

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

ポスト・ドクター

1,446

53

計

計

研究補助

0

シンポジウム補助アルバイト等

時給　900円，年間時間数　119時間

実人数　3人

5,489

準備品、図書、学会参加費、懇親会費、年会費

1,155

2,664

シンポジウム講演謝礼等

研究資料送付、年報発送

8

調査旅費（外国・国内）

215

359

2,664

主　　な　　内　　容

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

文具、インクカートリッジ他PC用消耗品

支　出　額

文具、PC用品

《施　　設》  （私学助成を受けていないものも含め、使用している施設をすべて記載してください。）

補助金額整備年度

《装置・設備》　（私学助成を受けていないものは、主なもののみを記載してください。）

研究施設面積

0

（研究装置）

研究室等数 使用者数

稼働時間数装置・設備の名称 台　　数型　　番 事業経費 補助金額

事業経費施　設　の　名　称

計

（情報処理関係設備）

図　　　　書

リサーチ・アシスタント

（準備品費・図書資料費・会合費・学会費）

報酬・委託料

1,155

研究年報印刷代

小  科  目

主　な　使　途

消　耗　品　費

0

研究年報印刷代

8 研究資料送付、年報発送

金　　額

1,088

研究支援推進経費

1,088

光　熱　水　費

359

教育研究用機器備品

人件費支出

（兼務職員）

教育研究経費支出

印刷製本費

旅費交通費

215

26

（研究設備）

整備年度

計

通信運搬費

年　　　度

27



（様式2）

131070法人番号

  平成 年度

  平成 年度

計

999

ポスト・ドクター

999 研究業務 999

学内1名

研究支援推進経費

0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

0

図　　　　書

0

計 0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品

0

教育研究経費支出

0

計 389

人件費支出

389

シンポジウム補助、アンケート調査補助

389

時給　920・940円，年間時間数　406時間

（兼務職員） 実人数　11人

計 6,365

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料

406

シンポジウム講演謝礼等

406 シンポジウム講演謝礼、評価委員謝礼

（図書資料費・会合費・学会費）

2,270

図書、ソフトウェア、学会参加費、懇親会費

2,270

関連書籍代、学会参加費、シンポジウム等懇親会費、学会年会費

印刷製本費

279 研究年報印刷代 279 経営力創成研究第13号

旅費交通費

1,398 調査旅費（外国・国内） 1,398

海外（インドネシア・上海）・国内（岡山等）調査交通費

光　熱　水　費

0

通信運搬費

156

研究資料送付、年報発送

156
研究資料送付、年報発送、アンケート調査発送代

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費

1,856 文具、PC用品 1,856

文具、インクカートリッジ他PC用消耗品、アンケート調査用消耗品

小  科  目 支　出　額

積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

計

1,204

年　　　度

28

ポスト・ドクター

1,028 研究業務 1,028

学内1名

研究支援推進経費

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

176 研究補助 176

学内1名

図　　　　書

0

計 0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品

0

教育研究経費支出

計 235

人件費支出

235

シンポジウム補助、アンケート調査補助

235

時給　900円・920円，年間時間数　233時間

（兼務職員） 実人数　3人

計 5,346

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料

196

シンポジウム講演謝礼等

196 シンポジウム講演謝礼、評価委員謝礼

（図書資料費・会合費・学会費）

1,034

図書、ソフトウェア、学会参加費、懇親会費

1,034

関連書籍代、統計ソフトウェア代、学会参加費、シンポジウム等懇親会費

印刷製本費

346 研究年報印刷代 346 経営力創成研究第12号

旅費交通費

2,559 調査旅費（外国・国内） 2,559 海外（ベトナム）・国内（九州等）調査交通費

光　熱　水　費

0 0

通信運搬費

247

研究資料送付、年報発送

247
研究資料送付、年報発送、アンケート調査発送代

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費

964 文具、PC用品 964

文具、インクカートリッジ他PC用消耗品、アンケート調査用消耗品

年　　　度

27

小  科  目 支　出　額

積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

28



（様式2）

131070法人番号

  平成 年度

  平成 年度

計

820

ポスト・ドクター

0 研究業務

研究支援推進経費

0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

820 研究補助 820

学内1名

図　　　　書

0

計 0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品

0

教育研究経費支出

0

計 41

人件費支出

41

シンポジウム補助、アンケート調査補助

41

時給　920・940円，年間時間数　44時間

（兼務職員） 実人数　4人

計 3,638

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料

265

シンポジウム講演謝礼等

265 シンポジウム講演謝礼、評価委員謝礼

（図書資料費・会合費・学会費）

381

図書、ソフトウェア、学会参加費、懇親会費

381 学会参加費、シンポジウム等懇親会費

印刷製本費

403 研究年報印刷代 403 経営力創成研究第13号

旅費交通費

1,110 調査旅費（外国・国内） 1,110 海外（上海）・国内（九州等）調査交通費

光　熱　水　費

0

通信運搬費

80

研究資料送付、年報発送

80 研究資料送付、年報発送

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費

1,399

文具、PC用品、出版物献本

1,399

文具、インクカートリッジ他PC用消耗品、配布用出版物

小  科  目 支　出　額

積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

計

897

年　　　度

30

ポスト・ドクター

研究業務

研究支援推進経費

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント

897 研究補助 897

学内1名

図　　　　書

0

計 0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品

0

教育研究経費支出

計 358

人件費支出

358

シンポジウム補助、アンケート調査補助

358

時給　900円・920円，年間時間数　400時間

（兼務職員） 実人数　11人

計 5,592

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料

897

シンポジウム講演謝礼等

897 シンポジウム講演謝礼、評価委員謝礼

（図書資料費・会合費・学会費）

978

図書、ソフトウェア、学会参加費、懇親会費

978

関連書籍代、統計ソフトウェア代、学会参加費、シンポジウム等懇親会費

印刷製本費

289 研究年報印刷代 289 経営力創成研究第12号

旅費交通費

1,676 調査旅費（外国・国内） 1,676 海外（中国）・国内（大阪等）調査交通費

光　熱　水　費

0 0

通信運搬費

260

研究資料送付、年報発送

260
研究資料送付、年報発送、アンケート調査発送代

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費

1,492 文具、PC用品 1,492

文具、インクカートリッジ他PC用消耗品、アンケート調査用消耗品

小  科  目 支　出　額

積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

年　　　度

29

29


